
 

 

様式第 25 号（第 19 条関係） 

開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書 

 

       年   月   日 

 

 喜 多 方 市 長 

 

                                    住  所 

                         交付申請者 

                   氏  名                       

 

 建築基準法第６条第１項(同法第88条第１項又は第２項において準用する場合を含む。)又は第６条の２

第１項（同法第88条第１項又は第２項の規定において準用する場合を含む。）の規定による確認を申請し

たいので、次のことについて都市計画法の規定に適合している旨の証明書の交付を申請します。 

建築（建設）敷地の 
所在･地番･地目･地積 

 

地目          地積                     ㎡ 

該  当  条  文 
都市計画法  □第29条  □第37条  □第41条 
       □第42条  □第53条  □第35条の２ 

区  域  区  分 非線引都市計画区域（ 内 ･ 外 ） 用途地域  

開 発 許 可 等 の 
年 月 日 及 び 番 号 

      年   月   日  第    号（       ） 
      年   月   日  第    号（       ） 
      年   月   日  第    号（       ） 

都市計画法第41条に 
よ る 制 限 の 内 容 

 

建築(建設)計画の概要 

開 発 行 為     有    無（          ㎡） 

用 途  敷 地 面 積        ㎡ 

工事の種別  
建 築 面 積 
(築造面積) 

       ㎡ 

そ の 他  

※上記の建築計画については、都市計画法の規定に適合することを証明します。 

        年   月   日 

 

                                       証明者       喜多方市長 

（注）１ 交付申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載す

ること。 

      ２ ※印の欄は記載しないこと。 

   ３ 添付書類等については、次頁を参照すること。 

 

 



 

 

開発行為又は建築等に関する証明書交付申請（60 条証明）について 

 

 

１ 開発行為又は建築等に関する証明書について 

建築基準法の規定による建築確認を受けようとする場合、その計画が都市計画法に適合してい

ることを都市計画法施行規則第 60条に基づき証明する書類です。 

 証明書の要否については、建築確認機関（建築主事）に確認してください。 

 

２ 提出する書類 

□ 開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書 

□ 委任状（本人以外が申請書等を提出する場合） 

□ 建築確認申請書第１面～第５面 

□ 公図の写し 

□ 土地建物の登記簿謄本の写し 

□ 位置図 

□ 案内図（付近見取図） 

□ 敷地、建築物の求積図 

□ 建築物の配置図、平面図、立面図 

□ 現況写真 

□ その他、個別案件の内容に応じ市長が必要と認める図書 

 

３ 提出部数と手数料 

□ 提出部数 正副各１部ずつ（副本を証明書として交付いたします） 

□ 手 数 料 470 円（現金） 

  ※ 必要書類が提出された時点で納付書を発行いたします。お支払後、領収書を提示してく

ださい。 

 

〇都市計画法施行規則 

（開発行為又は建築に関する証明書等の交付） 

第 60 条 建築基準法第６条第１項（同法第 88 条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）又は第６条の２

第１項（同法第 88 条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）の規定による確認済証の交付を受けようとす

る者は、その計画が法第 29 条第１項若しくは第２項、第 35 条の２第１項、第 41 条第２項、第 42 条、第 43 条第１

項又は第 53 条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付を都道府県知事（指定都市等における場合にあ

つては当該指定都市等の長とし、指定都市等以外の市における場合（法第 53 条第１項の規定に適合していることを

証する書面の交付を求める場合に限る。）にあつては当該市の長とし、法第 29 条第１項若しくは第２項、第 35 条の

２第１項、第 41 条第２項、第 42 条又は第 43 条第１項の事務が地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 17

の２第１項の規定により市町村が処理することとされている場合又は法第 86 条の規定により港務局の長に委任され

ている場合にあつては当該市町村の長又は港務局の長とする。）に求めることができる。 

 

 

 

（事務担当 喜多方市建設部都市整備課都市計画係 電話 0241-24-5240） 
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